
事 務 連 絡

平成 23年 7月 22日

関西・北陸・中国・四国・九州電力から電力供給される府県医療主管課 御中

厚生労働省 医政局総 務課

厚生労働省 医政局指 導課

医療施設における夏期の節電の取組の進め方等について

今般の東日本大震災に伴う対応について、特段の御配慮をいただきまして、厚 く御礼申し上げ

ます。

今夏の電力需給対策については、従来、東京・東北電力管内を対象として対応がなされてきた

ところですが、7月 20日 の「電力需給に関する検討会合」において「西日本 5社の今夏の電力

需給対策について」(男1添 1)が取りまとめられ、西日本においても節電の取組を行う必要がある

との考え方が示されました。

これを踏まえ、西日本5社 (関西 口北陸・中国 口四国 :九州電力をいう。以下同じ。)管内に所

在する医療施設につきましても、可能な限り、夏期 (7～ 9月 )の節電に取り組んでいただくこ

とが必要です。

つきましては、皆様におかれましては、下記の内容につき御了知いただきますとともに、貴管

内の西日本5社管内の医療施設等に対して周知していただきますようお願いいたします。

記

1.西日本における電力需給対策の基本的な考え方について
ヽ 西日本 5社の今夏の電力需給の見通しを踏まえ、関西電力管内及びその他の 4社管内におい

て、それぞれ下記のとおり節電の取組を行うことが求められています。

なお、これらの取組は、あくまで自主的な取組として行つていただくことを要請するもので

す。東京・東北電力管内と異なり、電気事業法に基づく規制を行うものではありません。

(1)関西電力管内における節電の考え方について

関西電力管内においては、これまで、管内の自治体又は自治体の連合により節電に対する積

極的な取組みがなされてきたところであり、また、関西電力による節電要請も行われてきたと

ころです。



こうした取組がなされている中で、今般の供給力低下の新たな事態を迎え、発電所の トラブ

ル等のリスクも考慮 し、今夏のピーク期間 口時間帯 (目 安は、7月 25日から9月 22日の平

日の 9時から20時)において、全体として▲ 10%以上を目途に節電に取 り組むこととされ

ました。

ただし、節電にあたつては、国民生活及び経済活動への影響を最小限とするため、生命・身

体の安全確保に不可欠な施設等については、東京 口東北電力管内における電気事業法第 27条
の適用に当たっての制限緩和措置の考え方 (別添 1の別紙 5)も 参照して、それぞれの事情を

勘案 した節電に取り組むこととされています。

(2)北陸 口中国・四国・九州電力管内における節電の考え方について

北陸 口中国・四国 口九州電力管内においては、関西電力管内とは異なり、具体的な節電目標

は示されておりませんが、国民生活及び経済活動に支障を生じない範囲での節電 (具体的には、

照明・空調機器等の節電など)に取り組むこととされています。

・ 2.医療施設における節電の取組について

(1)関西電力管内の医療施設における節電の取組について

医療施設については、生命 口身体の安全確保に不可欠な施設であるため、それぞれの事情を

勘案 して節電に取り組むことが求められますが、夏期の電力需給ギャップを解消するためにも、

医療施設においても、可能な限り節電に取 り組んでいただくことが必要です。

少なくとも昨年の使用最大電力 (原則として、昨年の 7月 25日から9月 22日 の平日の 9

時から20時における 1時間単位の使用最大電力 (kW)を いう。)を超えないことを目標とし

て、節電に取 り組んでいただくことが適当と考えられます。

別添 2の節電アクションに記載されている具体的な節電の取組例も参考にしつつ、積極的に

節電の取組を行つていただくようお願いいた します。

(2)北陸 "中国・四国・九州電力管内の医療施設における節電の取組について

上記 1(2)の 考え方に基づき、別添 2の節電アクションに記載されている具体的な節電の

取組例も参考にしつつ、上記 2(1)と 同様、可能な限り節電の取組を行つていただ <よ うお

願いいたします。

3.留意点

停電の発生の際の在宅療養患者への対応については、「停電に係る在宅医療患者への対応に

ついて」 (平成 23年 4月 8日 厚生労働省医政局指導課事務連絡。別添3)において、御対応

をお願いしたところです。

上記のとおり、西日本においても、電力需給の見通しが徐々に厳しくなっている状況にあり

ますので、万が一の停電の際にも在宅療養患者の生命口健康に支障のないよう、必要に応 じて、

上記事務連絡を踏まえた御対応の徹底をお願いいたします。

また、医療機関においても、必要に応 じて、自家発電装置の点検や燃料の確保を行う等の対

応をお願いいた します。



4.参考となるウェブサイ ト等

経済産業省ホームページ

・『電力需給に関する検討会合J

http1//―.meti.go.Jp/earihqJake/electricily_supply/0325_electriCity_supply.html

・「節電一電力消費をおさえるには一」

http://www.meti.go.jp/setsuden/index.html

厚生労働省ホームページ

・「夏期の電力供給対策について」

http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/2r9852000001cg50.html

<照会先>
厚生労働省医政局電力確保チーム

電話 (代表)03-5253-1111(内線 2672、 2518)



(添付資料一覧)

別添 1:「西日本 5社の今夏の電力需給対策について」(7月 20日 電力需給に関する検討会合 )

別紙 1:西日本 5社における今夏 (8月 )の需給見通 し

別紙 2:各社の供給力増加対策

別紙 3:今夏の需給見通し

別紙 4:関西電力の供給区域

別紙 5:東京・東北電力管内における電気事業法第 27条の適用にあたっての制限緩和措置の

考え方

別添 2:「節電アクション」(資源エネルギー庁作成資料)

別添 3:「停電に係る在宅医療患者への対応について」 (平成 23年 4月 8日厚生労働省医政局指

導課事務連絡)



別添 1

西日本5社の今夏の需給対策について

平成 23年 7月 20日

電力需給に関する検討会合

1.東北・東京・中部の状況

(1)東北口東京電力については、震災による供給力減に対応し、供給力の追加措置
を講じる一方、「夏期の電力需給対策について」(5/13電 力需給緊急対策本部決
定)に基づいて、▲15%の 目標を掲げ、需要抑制に取り組んでいる。

(注 1)東京電力の供給力は、西からの融通 100万 kWを織り込まなくなつた一方、自
家発からの購入増、揚水の復旧等による供給力追加措置により、5,470万 kW(予備
率▲|.8%)。 東北電力の供給力は、1,382万 kW(予備率▲6.6%)。

(注 2)予備率を算定する前提とした最大電力需要は、平成 22年度夏ピーク (1日最
大値)をベースに「夏期の電力需給対策について」で定めたもの。

(2)中 部電力については、浜岡原子力発電所の全号機停止に対応し、供給力の追
加措置を講じた結果、予備率は3.2%。 最低限必要な3%は上回つているが、通
常必要とされる8%以上の水準となってぃないことから、国民生活及び経済活動
に支障を生じない範囲で節電に取り組んでいる。

西日本における今夏の需給見通し (別紙 1、 2、 3参照 )

(1)西 日本5社 (関西・北陸・中国・四国・⊥JJl電力)については、定期検査等を終了
見込みの原子力発電所が再起動すれば、予備力10%前後となるが、再起動で
きない場合、西日本5社合計で予備率が▲2.3%となる。

(2)これに対し各社は、水力及び火力の補修作業時期の変更や自家発からの購入
増などの供給力追加措置に取り組んできた。この結果、

‐
西日本5社全体で予備

率は1.7%、 60Hzエリア(中西6社 )全体での予備率は2.1%を確保できる見
通しが立っていたところである。

(3)しかしながら、関西電力大飯原子力1号 (118万 kW:調整運転中)が 7月 16日
に、さらに中国電力三隅火力(100万 kW)が 7月 18日に、トラブルで停止したこ
とにより、西日本5社全体で予備率は▲1.2%、 60Hzェリア(中西6社 )全体で
の予備率は▲0.0%となる。



(4)個々の会社では、以下のとおり。
① 関西電力が、大飯原子力1号の停止に加え、高浜原子力4号 (7/21)、 大飯原

子力4号 (7/22)が定検で停止するが、これに加えて、三隅火力の停止に伴い
中国電力からの融通が見込めない場合、予備率は▲6.2%となる。

②他社は、予備率はプラスとなつているが、四国電力(予備率4.0%)以外は最
低限必要な予備率3%を下回る。(北陸電力2.0%、 中国電力2.8%、 九州
電力2.1%)

西日本の今夏の需給対策の基本的考え方

西日本の電力管内において、以上の状況を踏まえ、需給逼迫による停電の発生
を回避するため、以下の対応を行う。

(1)供給面

①引き続き、自家発の活用等、供給力の積み増し努力を続けていく。

②また、日々の電力系統の運用において、各社の需給状況を踏まえつつ、更に
機動的な相互の融通を行うことで、需給が遍迫する地域 (特に関西電力管内)

の需給バランスを確保できるような対応を行う。

(2)需要面

①関西電力管内における取組
i)関西電力管内 (男1紙4)においては、これまで、管内の自治体又は自治体の
連合により節電に対する積極的な取組みがなされてきたところであり(注 )、 ま
た、関西電力による節電要請も行われてきたところである。

こうした取組がなされている中で、今般の供給力低下の新たな事態を迎え、
発電所のトラブル等のリスクも考慮し、今夏のピーク期間口時間帯(目 安は、7
月25日 から9月 22日の平日の9時から20時 )において、全体として▲lo%
以上を目途に節電に取り組むこととする。この具体的な節電への取組みに当
たっては、上記管内自治体等の取組みを十分踏まえて行うものとする。

(注)関西広域連合ではピーク時10%の節電を呼びかけ、傘下の各県においても具体
1

的な呼びかけを行つている。また、奈良県では10%超、福井県では10%以上の節電
の呼びかけを行つているなど、各自治体が節電に取り組んできている。

il)節電に当たつては、使用最大電力(kW)の抑制を基本として、国民生活及び
経済活動への影響を最小限とするように取り組む。この観点から、生命口身体



の安全確保に不可欠な施設や、安定的な経済活動・社会生活に不可欠であ
る一方、電力の使用形態から一律適用が困難な施設等については、東京口東
北電力管内における電気事業法第27条の適用に当たつての制限緩和措置
の考え方(別紙5)も参照して、それぞれの事情を勘案した節電に取り組む。

②他の電力の管内については、国民生活及び経済活動に支障を生じない範囲
での節電(具体的には、照明口空調機器等の節電など)に取り組む。

③政府の地方支分部局及び政府関係機関においては、「夏期の電力需給対
策について」(5月 13日 電力需給緊急対策本部決定)で定めた「政府の節電
実行基本方針」に掲げる「節電に係る具体的取組」を参考として、節電に率先
して取り組む

`

④政府としては、以下のような支援・広報活動を行う。なお、電事法第27条の発
動による需要抑制は行わない。

i)事業者(大口・4ヽ 口需要家)向けには、「夏期の電力需給対策について」で示

した節電行動計画の標準フォーマットを活用して具体的な「節電アクション」

をわかりやすく示すとともに、節電ポータルサイトの活用を図る等支援・広報

活動を行う。

ii)家庭向けには、「夏期の電力需給対策について」に基づく「節電対策メニュー」

を活用した広報活動を行う。

⑤電力需給の逼迫が予想される場合には、需給調整契約の最大限の活用によ
る大口需要家等への需要抑制や、政府から一層の節電を依頼する「需給ひつ
迫のお知らせ」による情報提供を行う。

(注)翌 日の予備率が3%未満になると予想される電力管内がある場合には、需給が週迫し
ていることを管内に周知し、よリー層の節電を促すために「電力需給逼迫のお知らせ (仮

称)」を発出。タイミングは前 日夕刻と当日朝を想定。



(男11紅11)

西日本5社における今夏(8月 )の需給見通し[発電端、万kWI

◆平成 23年度供給計画ベース

※供給力は平成 23年度供給計画ベース。

◆定検等を終了見込みの原子力が一つも再起動できない場合 (追加対策なし)

※供給力は平成 23年度供給計画ベースから原子力分を除いて試算。また、供給計画策定以降
の状況変化も反映。

関西 Jヒ穫奎 中国 四国 九州 西5社 中西6社
最大需要 3=138 573 1,201 597 li750 7,259 9,968

供給カ 3,381 690 1,342 666 2,041 8,120 11,208

予備力 243 117 141 69 291 861 1,241

予備率 7.7 20.4 11.7 11.6 16.7 11.9 12.4

関西 Jヒ臓奎 中国 四国 九 州 西5社 中西6社
最大需要 3,138 573 1,201 597 1,750 71259 9,968

供給カ 2,904 523 1,313 577 1,778 7,094 9,758

予備力 ▲234 A50 112 ▲ 20 28 A164 ▲210
予備率 A7.5 A8.8 9.3 A3.4 1.6 A2.3 ▲ 2.1

◆供給力増加対策実施後

関西 Jヒ臓菫 中国 四国 九 州 西5社 中西6社
最大需要 3,138 573 1,201 597 1,750 7,259 9,968

供給力 3,015

(2,943)

584 1,263

(1,235)

621 1,786 7,268

(7,168)

10,065

(9,965)

予備力 ▲ 123
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2.0 5.1
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1.0
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()は三隅火力が停止している間



暢1紙 2)

各社の供給力増加対策

(1)関西電力
・ 補修作業時期の変更

一 奥多々良木、黒部川第二、赤尾、蟹寺水力(34万 kW)
一 共同火力(7万 kW)

・ 火力の増出力(+10万 kW)

"トラブル停止していた舞鶴火力 1号 (90万 kW)の再起動
・ 自家発・PPSからの購入増(+23万 kW。 合計で93万 kW)
・ 他電力からの融通(+65万 kW)

※大飯原子力1号がトラブル停止 (▲ 118万 kW)

※三隅火力が停止している間は他電力からの融通は取り止め(▲ 72万 kW)

(2)北陸電力
口補修作業時期の変更

一 有峰水力 1～ 3号 (16.5万 kW)
一 福井三国火力 1号 (25万 kW)

・ 他電力への融通取り止め(+20万 kW)

(3)中国電力
・ 停止予定の瀬戸内共同火力の稼働(22万kW)
・ 他電力への融通 (▲72万 kW)

※三隅火力がトラブル停止 (▲ 100万 kW)

※三隅火力が停止している間は融通取り止め(+72万 kW)

(4)四国電力
口補修作業時期の変更

一 坂出火力2号 (35万 kW)
・ 自家発等からの購入増(+14万 kW)
・ 他電力への融通 (▲4万 kW)

(5)九州電力
・ 離島の内燃力設備の臨時稼働(+8万 kW)



今夏の需給見通 し

(男11紙 3)

〔発電端 (万 kW)、 %〕

<三隅火力発電所が復帰 した後>

北海道電力 東北電力 東京電力 中部電力 関西電力 北陸電力 中国電力 四国電力 九州電力
東日本3社

合計
中西日本6社

合計
西日本5社

合計
9社合計
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※最大量力需要は、東北電力・東京電力管内は、平成22年度夏ピ→ (1日最大値)が―スに「夏期の電力需給対策についてJで定めたもの。他の電力管内は、平成22年度夏ピーク実績又は各社の平成23年度
夏ピ…ク見通しのいずれか高い方で想定。

<三隅火力発電所が復j吊 しない期間>

北海道電力 東北電力 東京電力 中部電力 関西電力 北陸電力 中国電力 四国電力 九州電力
東日本3社

合rt

中西日本6社

合計

西日本5社

合計
9社合計

最大電力需要※ ●
●

ハ
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●
‘

●
● ▲ 6.2 2.0

０
０

●
‘ 4.0

●
ι ▲ 7.3 ▲ 0.0 ▲ 1.2 ▲ 3.3

」て定めたもの。他の電力管内は、平成22年度夏ピ→ 実績又は各社の平成23年度
※最大電力需要は、東lL電力・東京電力管内は、平成22年度夏ピ→ (1日 最大値)替―スに「夏期の電力需給対策について
夏ピーク見通しのいずれか高い方で想定。



鰯1紙4)

関西電力の供給区域

O大阪府

0京都府

0奈良県

0滋賀県

0和歌山県

0兵庫県(赤穂市福浦を除く)

O二重県のうち、南牟婁郡及び熊野市 (金山町、久生屋町、有馬町、井戸町、木本
町、飛鳥町、五郷町、育生町、神川町、紀和町)

0岐阜県のうち、不破郡関ヶ原町(今須西町、今須中町、門前、祖父谷、平井、竹
の尻、門間、下明谷、貝戸、新明)

0福井県のうち、小浜市、大飯郡、三方郡及び三方上中郡
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(月1剰時5)

東京口東北電力管内における電気事業法第27条の適用に
当たっての制限緩和措置の考え方

東京・東北電力管内における大口需要家については、原則、昨年の使用最大電
力の値の15%削減した値を使用電力の上限とし、例外として以下の制限緩和措置
を講じている。

(1)生命・身体の安全確保に不可欠な需要設備
①医療関係

>医療施設 :削減率0%
>使用制限が生命 。身体の安全確保に特に影響を及ぼす医薬品。医療機

器製造販売業及び製造業、医薬品卸売販売業 :削減率0%
②老人福祉・介護関係

>使用制限が生命。身体の安全確保に重大な影響を及ぼす老人福祉施設、
介護保険施設、障害児 (者)福祉施設等 :削減率0%

③衛生・公衆安全関係
>休廃止鉱山鉱害防止等工事費補助金により地方公共団体が実施する

坑排水処理事業 :削減率0%
>上 下水道、上下水道等に原水を供給する揚水機場 (調整池を有さない

ものに限る):削減率5%
>産業廃棄物処理施設 (焼却処理施設に限り、当該施設が主要施設であ

る場合に限る):削減率5%
>火葬場 :削減率10%
> と畜場 :削減率10%

(2)安定的な経済活動・社会生活に不可欠な需要設備
① 24時間・ 365日電力使用の変動幅がほぼフラットな需要設備

>情 報処理システムに係る需要設備 (例 :データーセンター、金融機関、
航空、通信関係のシステム):削減率 (変動幅に運動)

>ク リーンルーム又は電解施設を有する需要設備 :削減率 (変動幅に連
動)

※電力使用の変動幅と削減率
変動幅10%未満 :削減率0%

10%以上15%未満 :削減率5%
15%以上20%未満 :削減率10%



|

②人流・物流等への影響が大きく電力の使用時間帯が変えられない需要設備
i)交通関係
>鉄道一般 12時～15時 :削減率 15%、 その他の時間帯 :削減率

0%
>東北 。長野・上越・東海道新幹線、青函 トンネル :削減率0%
>ローカル路線 片道 3本/時 :削減率0%、 片道4,5本/時 :削減

率5%(9時 ～ 12時、 15時～20時は0%)
五)航空関係
>航空保安施設 :削減率5%
>空港ターミナルビル :削減率5%
澁)物流関係
>定温倉庫、貯蔵槽倉庫、冷蔵倉庫、一定の冷蔵室を有する食料・飲料

卸売業 :削減率5%
>中央 。地方卸売市場 :削減率5%
>港湾運送等に係る需要設備 :削減率 5%
市)宿泊関係
>ホテル・旅館 :削減率10%
v)エネルギー供給関係

》 発電のためのガス供給等に係る需要設備 :0%
>発電所等に送水する工業用水 :5%
宙)その他
>一般紙の夕干J印刷工場 12時～ 15時 :削減率0%、 その他の時間

帯 :削減率 15%
>夕刊紙の印昴J工場 10時～12時 :削減率0%、 その他の時間帯 :

削減率15%

(3)その他
》 一括受電マンション等 :契約電力上限
》 平成23年 3月 11日 以降、今夏の電力使用抑制のために東京・東北電力

管外に移転した需要設備について、同一法人の他の需要設備の削減量に考
慮

>設備の検査等により基準期間・時間帯の使用最大電力の値が契約電力に比
して著しく低い場合の基準電力値を契約電力とする緩和措置



(参考 )

西日本5社における今夏の需給見通し [発電端、方kw3

※供給力は平成23年度供給計ロベース

※供給力は平成23年度供給計ロベースから原子力分を除いて試算。また、供la計目策定以降の状況変化も反映。

◆平成 23年産供給計画ベース

四

9968
2"1

243 1.241

204 17 124

◆庁検等を終了見込みの原子力が一つも再起動できない場合 (追加対贅なし)

関西■カ カ 中 四 カ 九州■カ 西 5 中西6社計
3 1 1 1750 9908

2.904 1 1

,■カ 104 ▲

予 薔
=

2` ▲

― 奥 多々良木.■部川第
二、赤屋、■●水力 ("万 kW)

― 共同火力(,万kWl
・火力の増出力 (,:0万kW)
・トラブル停止していた●●火 カ

'号
(00万 kW)の 再燿

"・自家発・PPSからの購入増

他電力からのM (●5万kWl

力 1■ (117■万kゆ

― ■峰ネ カ1～ 3号
(165万kWl

― 福丼三日火力1号

(25万0

他電カヘの■■取り止め (・ 20

二口火力(:|●●脚″)がトラフ

カカt停止している間

(35万 Wヽ)

・自家発●からの購入増 (,!4

・他■力への融I(▲ 4万 kW)
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中・西日本版

事業者の皆 さまヘ

資源エネルギー庁
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この夏の節

本「節電ア

本書の使い方

○電力消費が特徴的で、かつ汎用的な利用が可能な8業種

について、標準的な節電アクション及び効果目安をお示し

しています。チェックを行いながら、節電の取組について

ご検討いただけます。

○該当する業種 (該当するものがない場合には電力消費の

構造が近いと考えられる業種)の節電アクションを利用

し、節電への取組チェックをお願いします。

―

・・・

・ 0よ

'電

のために

グシヨン」をご活用下さい。

●オフイスビル……P3、 4

●医療機関………P9、 10

●学 校 …………P15、 16

●卸・小売店 ………P5、 6

●ホテル・旅館…Pll、 12

●製 造 業 ………Plア、18

●食品スーパー……Pア、8

●飲 食店・・……P13、 14

●言己フt伊l… ……P19、 20
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印刷用ステッカー

職場やお店に掲出するためのステ,カーです:弯岬してご

PRバ ナ■|           |           ‐

登録していスゴユヽた艶,者ベーノを紹介するためのパナこです。17」ホームページなどに
貼めてこ活用ください。
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“

:

ステッカー&ポスター

展開イメージ

「節電宣言ステッカーJ

事業者毎のステッカーが

作成されます。

ダウンロードし

ご活用下さい。
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じ I__三 二1■III~~~~丁

=== 
電

:_11lTI:il●嗜 1
卜 で."電に努めており=t

=:.:`:.2.:■

.・・・.・.・.●.●.●.●.●.●二:二i■

● 0● 0● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 0000000000● ● ● ● ● ● ● ● 0● ● ● ● ● oo● ● 0● 000



国 蔵 欝籍 の場合

1日の電気の使われ方
(夏期のピーク日)

平均的な医療機関 (病院・診療

所等)においては、昼間(9時～

16時 )に高い電力消費が続き

ます。

夜間の消費電力は昼間に比べ

40%程度になります。

鴎
鰯
螺
協
翡
嘔
螺
榔
瑯
郷
畷
幌

【電
力
消
費
比
率
】

晴 劇]    出贅:〕田エネルギー確 計

今年の夏期の電カピーク期間・時間帯σ月～9月の平日9時～20時)

電力消費の内訳 (ピーク時:14時前後)

電力

'肖

費のうち、空調が約38%、 照明が

約37%を占めます。

これらを合わせると電力消費の約75%を
占めるため、これらの分野における節電対

策は特に効果的です。

平均的な医療機関における用途別電力消費比率

※喘数処理により合I「IEが100%と ならないことがあります。

平均的な医療機関における電力需要カープのイメージ

1  2 3 4 5 6 7 8 9 1011 12131415161713192021 22

出賞:口澤エネルギー庁推計

空調、照明で

約75%

医療機関の節電対策は、ピーク時間帯 (平日9時～20時 )における

力使用を見直すことが非常に効果的です。



賂 名

四

％一

%

●
/●

一轟一一

躍
チェック

照明
事務室の照明を半分程度間引きする。 4%□ 1

使用していないエリア(外来部門、診療部門の診療時間外)は消灯を徹底する。  40/。  □ 2

空調

病棟、外来、診療部門(検査、手術室等)、 厨房、管理部門毎に適切な温度設定  1
を行う。 % □ 3

使用していないエリア(外来、診療部門等の診療時間外)は空調を停止する。  1% □ 4

日射を遮るために、プラインド(遮熱フィルム、ひさし、すだれを活用する。    10/。  □
5

空調
室内のC02濃度の基準範囲内で、換気ファンの一定時間の

懃 雪ζ電房ぐ   2% E]3運転によって外気取り入れ量を調整する(外気導入による負荷
'

照明

従来型蛍光灯を、高効率蛍光灯やLED照明に交換する(従

饉 rら
Hf蛍光灯

 □
7

または直管形LED照明に交換した照明電力量の約40%消費l

病棟では可能な限り天丼照明を消灯し、スポット照明を利用する。 □

空調

フィルターを定期的に清掃する(2週間に一度程度が目安)。 □

投入日の扉やパックヤードの扉を必ず閉め冷気流出を防止する。 □“
電気以外の方式(ガス方式等)の空調熱源を保有している場合はそちらを優先運転する。 E]"

コンセント

勲カ

調理機器、冷蔵庫の設定温度の見直しを行う。 □ '

電気式オートクレープの詰め込み過ぎの防止、定期的な清掃点検を実施する。    □ 13

電気式給湯機、給茶器、温水洗浄便座、エアタオル等のプラグをコンセントから抜く。  □ 14

自動販売機の管理者の協力の下、冷却停止時間の延長等を行う。 □ "

その他

デマンド監視装置を導入し、設定を契約電力の△15%とし、警報発生時に予め決めて
 E]"おいた節電対策を実施する。

コージェネレーション設備を設置している場合は、発電優先で運転する。 □ '

電

発

節

啓

節電目標と具体策について、職員全体に周知徹底し実施する。 □ "

節電担当者を任命し、責任者(病院長・事務局長など)と関係全部門が出席したフォロー
 E]“アップ会議や節電パトロールを定期的に実施する。

医療機関関係者に対して、家庭での節電の必要性・方法について情報提供を行う。    E]"

□“
□ 2

□ "

%

●配囀している節電効果|よ、■犠全体の消費電力に対する節電効果の想定■合の目安です。●空日については電気式空目を想定しています。●一定の条件の
元での試算結果ですのでt告 の々理物の利用状況により閣滅饉は異なります。●方策により効果が三祖するものがあるため、単純に合計はできません。●節電
を菫■しすぎるあまり、保健籠生上、安全上及び管理 卜不通切なものとならないようこ注意ください。
※節電行動計画は建物の実質的な使用責任書と建物の管理者が協日のうえ作成してください。
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別添 3

事 務 連 絡

平成 23年 4月 8白

都道府県医療主管課 御中

厚生労働省医政局指導課

停電に係る在宅医療患者への対応について

今般の東 日本大震災については、必要な医療の確保に最大限の御尽力をい

ただき、厚く御礼申し上げます。

4月 7日 夜に発生した東 日本大震災の余震と思われる地震の後、東北電力

管内の地域が停電となっている時間帯に、山形県尾花沢市で人工呼吸器 と酸

素濃縮装置を使用中の患者が死亡する事案が発生いたしました。

停電 と死亡の因果関係については不明ですが、貴課におかれましては、貴

管下の医療機関及び訪問看護ステーションに対し、人工呼吸器や酸素濃縮装

置等の在宅医療機器を使用している患者に対する停電時の対応について、必

要に応 じ医療機墨メーカーと協議を行つた上で、
。人工呼吸器の内臓バッテリーの有無と持続時間、作動の再確認
。人工呼吸器の外部バッテ リーの準備及び事前の充電
。酸素濃縮装置を在宅で使用 している患者に対し、必要な酸素ボンベが配

布 されているかの再確認
。人工呼吸器や酸素濃縮装置を使用している患者に対する停電時の対応の

周知

・停電等電源異常時のアラームが正しく作動するかの再確認

・携帯用酸素ボンベセットの使用方法の再確認

・患者の状態を踏まえた適切な在宅医療機器への代替や貸出などの対応
。在宅医療患者 との緊急時連絡体制の再確認

等により、在宅医療患者への医療の提供が、停電時においてもできるだけ支

障なく行われるよう、適切な指導の実施について特段の御協力をお願いいた

します。

く連絡先>
厚生労働省医政局指導課在宅医療係

電話 (代表)03-5253-1111(内 2662)


